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「建設リサイクル」とは、

建設副産物のみならず他産業から発生する
 ものも含めて建設資源とする省資源・資源循
 環への取り組みである。

（1996年の建設リサイクル推進懇談会提言より）

各産業でリサイクルが進むが、そこで利用でき
 ないものの多くを建設資源として利用することが
 期待される。

すなわち、ゼロエミッション、省資源・資源循
 環型社会の構築のために建設リサイクルは重要な
 役割を持っている。
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主な建設副産物

 の年間排出量の

 推移

主な建設廃棄物の

 再資源化・縮減率

 および建設発生土

 の工事間利用率の

 推移
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産業廃棄物処分場の容量と残余年数の推移
（環境省統計より）
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残余年数

最終処分
による減少



現状、リサイクルが促進され、建設廃棄物全体の
 再資源化率は92％(2005年度）にまで上昇した。

しかし、
・再資源化が低い品目が残っている。
・発生抑制の取り組みは緒に就いたばかりである。
・不法投棄廃棄物の7割(2006年度)を建設廃棄物が

 占めている。
・「リサイクルの質の向上」については、まだ十分

 な成果が得られていない。

第3次環境基本計画(2006年閣議決定）、第2次循
 環型社会形成推進計画(2008年閣議決定)の考え方

 を基本とし、リサイクルの「質」の観点の施策強化
 につなげていく必要がある。

（「建設リサイクル推進計画2008」前文より） 5
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「質の高いリサイクル」とは、

単に最終処分量を減らすだけのリサイク
 ルではなく、

省資源、資源循環のために有効なリサイ
 クル

建設資材の量と質を確保するためのリサ
 イクル

発生から再利用・最終処分まで、全体の
 利益のためのリサイクル



コンクリートのリサイクル
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建設副産物実態調査結果

 
に基づき作成された。

コンクリート塊の排出量と用途内訳の推移

2749万ｔ
88％

294万ｔ
9％

84万ｔ
3％

再生砕石原料

最終処分
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搬出量
3,127

再資源化施設へ
3,062

再資源化
3,043

再生砕石へ
2,749

再生砕石
3,720

最終処分場

再生ｺﾝｸﾘｰﾄ砂
294

砕石(新材)
8,457

路盤材、

 裏込材、

 基礎材等
としての

 砕石類
利用量
12,995

搬出量
1,992

再資源化施設へ
1,961

再資源化
1,960

再生骨材へ

 

1,555

再生砕石へ

 

405

鉱滓
818

再生
As合材
3,639

新規As合材
405

再生As合材用
新規骨材等

 

2,084 As合材
利用量
4,045

最終処分

 

31 最終処分

 

1

最終処分

 

65 最終処分

 

19

アスファルト塊

コンクリート塊

粒度調整等

アスファルト塊・コンクリート塊の利用状況
（2008年度分、国土交通省調査結果から）

（単位：万トン）

565

アスファ

 ルト舗装

コンクリー

 ト構造物

土砂とし

 ての利用

コンクリート用

（僅少）
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2002年度分
コンクリート塊・

 アスファルト塊の

 再資源化フロー

建設副産物リサイクル

 広報推進会議発行「よ

 くわかる建設リサイク

 ル」より引用
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２）経済産業省：砕石等動態統計調査結果より

建設工事における再生砕石使用量および
砕石業におけるクラッシャラン出荷量の推移
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コンクリート
(生コン)

10,100万m３

(23,600万ｔ）

アスファルト
舗装混合物
4,100万ｔ

路盤等用
粒状材料
13,000万ｔ

コンクリート塊
3,100万ｔ

アスファルト塊
2,000万ｔ

建設発生土
14,100万m３

建設汚泥

木質
材料

7,800万m３

材料土
7,500万m３

ｺﾝｸﾘｰﾄ用
骨材

ｾﾒﾝﾄ ｱｽﾌｧﾙﾄ
混合物
用材料

路盤等用
砕石類

山土等
購入土

混和材

国産
木材

輸入
木材

建設発生木材

減量化・焼却、埋立処分、その他

建設
資材

建設副
産物

18,500万ｔ 2,500万ｔ

1,600万ｔ

400万ｔ

8,500万ｔ

2,800万ｔ

4,200万m３

3,200万m３ 1,900万m３
5,900万m３3,200万ｔ

300万ｔ 100万ｔ
200万ｔ

鉱さい
その他

1,300万ｔ

？

400万ｔ 400万ｔ

主な建設副産物の発生と再利用の現状(2008年度分)

100万ｔ
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ジョークラッシャ

インパクト
クラッシャ

砕石製造装置（砕く）

圧縮強度の低下

耐久性の低下
凍害抵抗性の低下
中性化速度の増加

砕石製造装置のような破砕処理では、
モルタル(セメントペースト)が多量に残る

セメントモルタルが骨材に付着
(高吸水率、脆弱)

乾燥収縮の増加
(ひびわれ)

コンクリート塊を破砕しただけの再生骨材は、
 セメント分を含有していて低品質、構造用コンク
 リートに適さない。



14

再生骨材の呼称 再生骨材Ｈ 再生骨材Ｍ 再生骨材Ｌ

骨材の品質
（吸水率）

粗骨材 3.0％以下 5.0％以下 7.0％以下

細骨材 3.5％以下 7.0％以下 13.0％以下

想定される

使用用途

特に制限なし

 （通常の骨材と

 同等）

杭、基礎梁、鋼管充

 填コンクリート等、乾

 燥収縮や凍結融解の

 影響を受けにくい部

 材での使用を想定

裏込めコンクリート、
均しコンクリート、捨て

 コンクリート等、高い強

 度・高い耐久性が要求

 されない部材及び部位

 での使用を想定

JIS規格

H17.3制定済み
JIS A 5021 「コ

 ンクリート用再

 生骨材H」

H19.3制定済み
JIS A 5022 「コンクリ
ート用再生骨材Mを

 用いたコンクリート」

H18.3制定済み
JIS A 5023 「コンクリ
ート用再生骨材Lを用

 いたコンクリート」

JIS規格の形態
骨材としての
規格

コンクリートとしての

 規格
コンクリートとしての
規格

コンクリート再生骨材に係るJIS規格
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コンクリート再生骨材の高品質化の方法：

（１）機械的すりもみ(摩砕)処理による
セメント水和物分の分離除去

（２）水を用いた洗浄、比重分離等による
不良質粒子の分離除去

これらの方法により、再生粗骨材Ｈの製造
 は可能

さらに、前処理として300℃程度の加熱をす
 れば、（１）の摩砕処理により再生細骨材

 Ｈの製造も可能

←㈱京星：H23年度会長賞
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麓隆行氏（近畿大学）の研究成果より
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(株)京星
（大阪府枚方市）

成友興業(株)
城南島工場
（東京都大田区）

立石建設(株)
葛西工場
（東京都江戸川区）

樋口産業(株)
東浜工場
（福岡県福岡市）

宮松城南(株)
千葉工場
（千葉県袖ヶ浦市）

JIS取得(Ｍ)

JIS取得(Ｌ)

埼玉総業(株)
（埼玉県さいたま市）

JIS取得(Ｌ)
JIS取得済
コンクリート用再生骨材製造工場

JIS取得(Ｌ)

JIS取得(Ｌ)

JIS取得(Ｈ)

2010年11月
再生骨材コンクリート普及連絡協議会発足
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“コンクリート用再生骨材”が普及しない理由

（１）高品質化処理は、採算が合わない
・適正規模以上の処理量確保
・新材製造と併用など、設備の高稼働率化
が必要

（２）品質が信頼されない、不安定
・高品質骨材の製造能力をもつ業者による製造
・原料となるコンクリート塊の品質確保
が必要

（３）当面、多くの需要が見込めない
・高吸水率骨材に適した用途
・品質の不安定さが許容されやすい用途
の検討が必要
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再生骨材

再生路盤材等

再生骨材

採石場

原石

砕石工場

骨材

生コン工場

コンクリート

建設工事

コンクリート構造物

解体工事

コンクリート塊 中間処理施設

道路工事等

可搬再生プラント

再生骨材

コンクリート用再生骨材の製造・使用フロー

③

①

②

現状、①または②が多い。
しかし、再生骨材の製造は、本来、

 骨材製造を専門とする砕石工場が

 担うべきで、③が望ましい。

再生骨材生コン

良
質
の
コ
ン
ク
リ
ー
ト
塊



中間処理
専門施設
1300万ｔ
43％

受入量合計
3000万ｔ

受入量合計
2600万ｔ

コンクリート塊 アスファルト塊

アスファルト
合材工場

980万ｔ，33％

砕石工場
720万ｔ，24％

中間処理専門施設
90万ｔ，4％

アスファルト
合材工場

2220万ｔ，85％

砕石工場
290万ｔ，11％

受入施設別コンクリート塊およびアスファルト塊の
年間受入量（2007年度分推定）
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木材
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万ﾄﾝ

コンク
リート
29%

汚泥
29%

木材
10%

混合
廃棄
物

11%

その
他
21%

新築
改築
1364
万ﾄﾝ

汚泥
17%

木材
9%

混合
廃棄
物
16%

その
他
17%

コンク
リート
41%

新築
改築
1128
万ﾄﾝ

木材
23%

コンク
リート
65%

混合
廃棄
物
7%

その
他
5%

解体
(木造)
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万ﾄﾝ

1990 
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建築工事から分別搬出される建設廃棄物の変化
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近畿地整近畿技術事務所構内（2009年12月施工）

木津川堤防天端強化工事（2010年3月施工）

咲洲域内道路補修工事（2010年3月施工）

コンクリート用再生骨材の
用途開発事例

・転圧コンクリート舗装の骨材
 として利用（再生骨材は吸水率が高

 く、コンクリートの流動性が低くなり

 やすいが、転圧工法ではその問題が軽

 減される。）

・(株)京星製造の再生骨材(M)を使用

 し、3箇所で試験施工



アスファルト舗装のリサイクル
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注）本図は、国土

 交通省：建設副

 産物実態調査結

 果に基づき作成

 された。

アスファルト塊の用途

1555万ｔ
78％

405万ｔ
20％

32万ｔ
2％

再生アスファ

 ルト合材原料

再生砕石原料

最終処分
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27％

73％
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7％

2324万ｔ
54％

1731万ｔ
40％

再生合材中に占める

 再生骨材の割合(混入

 率）：平均43％
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本図は｢建設物価｣掲

 
載記事を基に作成さ

 れた。
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原油 常圧蒸留

液化石油ガス

軽質ナフサ

重質ナフサ

 
(ガソリン)

灯油

軽油

残油 減圧蒸留

接触分解

重油

アスファルト

熱分解

最近の石油精製工程

石油コークス

従来の石油精製工程
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「アスファルト塊のアスファルト合材用原料と
 しての再利用」についての問題点

１．再生混合物中の再生骨材混入率が高くなっ
 ている。

２．溶融しにくいアスファルトを含む再生骨材
 が多くなっている。
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ポリマー改質Ⅰ､Ⅱ､Ⅲ型 ポリマー改質Ｈ型 ストレートアスファルト

ポリマー改質アスファルトの出荷量の推移

33
日本改質アスファルト協会発行「改質アスファルト」掲載資料より作成
（ストレートアスファルト内需量：国土交通省

 
主要建設資材需要見通しより）
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ポーラスアスファ

 ルト混合物

排水性舗装の断面

不透水混合物
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アスファルト塊

破砕

再生骨材

新規骨材

新アスファルト

再生混合物

加熱

 混合

溶融しにくいアス

 ファルトを含有する

 再生骨材は、再生混

 合物中で分散しにく

 い。

現状の再生アスファルト混合物製造方法



路面切削機 路面切削機の回転ドラムとビット

バックホウによるアスファル

 ト混合物のはぎ取り
路面切削機で削り取られたアスファルト塊

（細粒分が多く、排水性舗装に適さない

 骨材粒度になっている。）
36
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再生アスファルト混合物中で、
骨材とアスファルトが
・設計どおりに配合され、
・よく分散、混合されていなければならない。

排水性舗装廃材からの再生骨材を多量に使用す
 る場合、それが難しい。

改善策
再生骨材を予め解砕し、団粒状態の大きな粒子

 を少なくする。
その方法
（１）破砕機による機械的摩砕（摩砕式）
（２）砂等との加熱混合（加熱式）

←佐野正典近大教授ら：H23年度会長賞
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アスファルト塊

破砕

再生骨材 新しい砂・粉

加熱

 混合

よく分離し

 た再生骨材

ふるい

 分け
再生粗骨材

細粒アスファルト材
（再生細骨材）

加熱式骨材再生方法の概要



建設汚泥のリサイクル

39



68％

 

⑤再資源化施設後
再利用

 

307万ﾄﾝ
①建設汚泥
場外搬出量
451万ﾄﾝ

89％
③再資源化施設へ

399万ﾄﾝ

再資源

 化施設

2％

 

②工事間利用

 

8万ﾄﾝ

10％

 

④直接最終処分

 

44万ﾄﾝ

15％

 

⑥再資源化施設
で減量化

 

69万ﾄﾝ
5％

 

⑦再資源化施設
後最終処分

23万ﾄﾝ

15％

 

最終処分
67万ﾄﾝ

建設工事における
土砂利用量7,498万ｍ3

内訳

 
（単位：万ｍ3）

・新材(山砂等) 3,156
・建設発生土の

工事間利用

 
3,425

・土質改良プラント
経由の改良土

 
744

・コンクリートからの
再生砂

 
147

・建設汚泥処理土

 
24

（48万ﾄﾝ)

建設汚泥のリサイクルの状況
（2008年度分、国土交通省調査）

建設汚泥の
再資源化等率
(②＋⑤＋⑥)/①＝85.1％
再資源化率
(②＋⑤)/①＝69.8％

有効利用でき

 たのか？

有償譲渡でき

 たのか？

40



泥水

高含水比
の泥土

低含水比
の泥土

固化材と撹拌混合
しながら粒状化 養生

固化材
と混合

加圧
成形

脱水
ケーキ

フィルタープレス
などで脱水

含水比調整

41

建
設
汚
泥

養生 破砕

建設汚泥の固化・再生方法

土材料として利用

路盤等用
粒状材料と

 して利用

土材料とし

 て利用した

 いが、有償

 譲渡は困難

↑大阪ベントナイト事業

協同組合：H22年度会長賞



土砂か汚泥かの判断は、掘削工事に伴って排出され
 る時点で行うものとする。

 
(環廃産276号より)

掘削孔

分級機

調整槽

作 泥 （水）

（泥水）
（74μｍをこえる砂分）

（廃棄泥水）

（余剰泥水）

土砂

汚泥 脱水機
（排水）

汚泥

一体の施工システム

工事によっては、この工程
を経ない場合もある

建設汚泥の発生例
(泥水シールド・リバースサーキュレーション工法等、汚水循環工法で) 42

有償譲渡されるま

 で｢汚泥｣である。



建設
 汚泥

再資源
 化処理
 施設

路盤等用
再生粒状材

建設汚泥
処理土

建設汚泥
処理物

建設汚泥

産業廃棄物
 （管理型廃棄

 物の汚泥）と
 して処分

再利用
（製品として

 有償譲渡）

取り扱われ方に
 大きな差

建設汚泥の処理・
 処分の現状

43



現状、有償譲渡できない建設汚泥処理物･再生品は、

１．再生利用制度を活用して再利用

２．有償譲渡できるまで再度処理して再利用
（ただし、建設汚泥としての処理となる。）

３．管理型廃棄物として埋立処分

しかない。

・路盤等用再生粒状材化など、有償譲渡されやすい
 再生品の製造をもっと積極的に奨励するか、または

・有償譲渡できないが、汚泥に戻らない安定した建
 設汚泥処理物･再生品は、安定型廃棄物とみなし、

再生路盤材などの原料として利用できないのか？

44



建設発生土のリサイクル

45



工事間利用

再資源化施設

内陸受入地

海面処分場
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搬出先別建設発生土搬出量の推移 調達先別土砂利用量の推移

・建設発生土の搬出量は減少したが、依然、建設工事で必要
 とする土砂の量より多い。

・にもかかわらず、山土などの新材を使用している。

・工事間利用率は30％程度にとどまっている。

46

(千万ｍ３)

(千万ｍ３)
70%

24％
5％



建設発生土に係る課題と方策

１．搬出量の削減
・掘削量を少なくする工法の採用、構造設計
・現場基盤面のかさ上げ、空き地に小山築造

２．工事間利用の促進
・情報交換システムの活用
・ストックヤードの確保、共同利用
・土質改良プラントの整備

３．土砂利用量の拡大
・原則として新材（購入土）を使わない。
・スーパー堤防、低地のかさ上げ、人工山
・砕石用途の土の利用
・高架道路を、橋梁でなく盛土で

47



48

土質改良プラントの役割

・がれき類が混入した建設発生土の再資源化
（破砕・混合などの処理）
1970年頃の道路工事では、分別掘削は行われな

 かった。

・粘性分の多い軟弱土の改質
（石灰などの添加・混合）

・汚染土壌の浄化
（分級洗浄などによる有害物の分離）
（汚染土壌の減量化）

←㈱オージーロード：H23年度会長賞

←日本国土開発㈱大阪支店

：H22年度会長賞



建設発生木材のリサイクル

49
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78％

 

⑥再資源化施設後
再利用

 

319万ﾄﾝ①建設発生

 木材
場外搬出量

410万ﾄﾝ

81％
③再資源化施設へ

330万ﾄﾝ
8％

④焼却施設へ
32万ﾄﾝ

再資源

 化施設

3％

 

②工事間利用

 

10万ﾄﾝ

9％

 

⑤直接最終処分

 

37万ﾄﾝ

2％

 

⑦再資源化施設で減量化

 

10万ﾄﾝ
7％

 

⑨焼却施設で減量化

 

28万ﾄﾝ

1％

 

⑧再資源化施設後最終処分

 

2万ﾄﾝ
1％

 

⑩焼却施設後最終処分

 

4万ﾄﾝ

最終処分
計11％

 
43万ﾄﾝ

減量化､計

 9％

 
38万ﾄﾝ

建設発生木材の
再資源化等率
(②＋⑥＋⑦＋⑨)/①＝89.4％
再資源化等率
(②＋⑥)/①＝80.3％

建設発生木材のリサイクルの状況
（2008年度分、国土交通省調査）

うち、100万ﾄﾝ程度が
木質ボードへ
残りは主に
エネルギー利用

 
?

再利用、計

 80％

 
329万ﾄﾝ



51

木くずの発生量と再資源化の状況（2008年度）

注）本表は日本繊維板工業界および農林水産省の資料を参考に作成された。

「マテリアル利用」よりも「エネルギー利用」への傾向が強い。

課題：林地残材のリサイクルをどうするか。



その他の建設副産物

52
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・石膏ボード

 
34.5kg

・グラスウール

 
3.9kg

・コンクリート

 
34,880kg

・金属

 
2,274kg

・木材

 
1,260kg

・畳

 
199kg

・板ガラス

 
61.6kg

・蛍光灯

 
0.53kg ・発泡スチロール

 
0.14kg

・塩ビ管･継手

 
100kg

都市公団(現､都市再生機構) 
モデル分別解体工事(H13,三

 鷹台)における分別物の種類

 と住宅戸当たり発生量
(RC造2DK､延床面積47.8m2/戸)
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分分 類
新築工事
(ビル)

新築工事
(木造)

解体工事
(木造)

マ
テ
リ
ア
ル
リ
サ
イ
ク
ル

で
き
る
も
の

コンクリート 0.09

20.02

0.11

24.54

0.98

9.67

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(付着物無) 1.97 3.26 1.64

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(付着物有･ﾘｻｲｸﾙ可) 0.15 0.27 0.00

塩ビ管・継ぎ手 0.70 0.41 1.97

金属 3.46 1.51 4.25

段ボール 9.97 17.10 0.32

その他紙類 3.67 1.89 0.51

サ
ー
マ
ル

リ
サ
イ
ク
ル

で
き
る
も
の

その他プラスチック 27.89

58.46

31.28

57.32

11.61

39.73
木 10.07 7.47 19.67

繊維 0.56 0.13 0.48

可燃混合物 19.95 18.43 7.97

最
終
処
分
せ
ざ
る

 

を
え
な
い
も
の

その他がれき類 1.07

21.52

0.31

18.14

21.16

50.60

石膏ﾎﾞｰﾄﾞ(付着物有･ﾘｻｲｸﾙ不可) 0.18 0.13 0.10

その他ガラス陶磁器 6.68 6.80 8.54

安定型混合物 0.16 0.17 0.00

管理型混合物 13.43 10.72 20.81

国土交通省による建設混合廃棄物の組成調査結果（2011年実施）
単位：％
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リサイクル事業の成功例
㈱岩井化成の「廃ポリエチレン(袋、シート)のリサイクルシステム」
（H23年度(財)クリーン･ジャパン･センター会長賞受賞)

クリーン･ジャパン･センターの資料より

有価物と

 して回収
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課題「発生から再利用・最終処分まで、全体の利益の
 ためのリサイクル」

中間処理業者が望む分別優先順位の切り換え

段ボール
スクラップ
木くず
コンクリートがら
廃プラ

石膏ボード
紙

可燃
不燃

木

混合

中間処理場
(選別負荷

 
大)

廃石膏ボード
可燃物
不燃物

リサイクル品

混合（複合）

中間処理場
(選別負荷

 
小)

コスト優先
 の分別順位

処理優先
の分別順位

建設リサイクル2011.冬号(No.54)掲載
建設廃棄物協同組合専務理事

 
松原泰男氏の寄稿から
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E N D

ご清聴ありがとう

ございました。
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